研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　南山苑　　　　　　　　　職　種　社会福祉士　　　　氏　名　　日沢　理乃

	期　　間　　平成　27年　9月　3日　～　平成　27年　9月　3日

	出張目的　介護サービス情報の公表制度「１０の研修テーマ」に係る研修会へ参加するため

	出 張 先　ウェディングプラザアラスカ

	研修に関する考察、研修要旨


＜要旨＞

第一部　講義・演習

テーマ：高齢者虐待防止の理解と職員の役割

講　師：弘前医療福祉大学　救急救命学科　教授　大和田　猛　氏

　本講義は

· グループワーク：施設における高齢者虐待について、最近の新聞報道をもとに原因を考える

· 講義：「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」、「福祉・介護サービスを受ける高齢者の権利・利益」、職員の意識、リスクマネジメント等について

· グループワーク：施設における高齢者虐待の事例検討
上記内容について行われた。

１、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下、高齢者虐待防止法と略）では、①（身体的虐待）介護者によってなされる身体的暴力、②（心理的虐待）介護者によってなされる心理的暴力であって、要介護高齢者の精神に苦痛を与えるもの、③（放任）介護者による要介護高齢者のための食事作り、入浴や排泄の介助、必要な治療を受けさせることなどをはじめ、介護に関わるあらゆる基本的な日常生活上の世話の放棄、拒否、怠慢など、④（経済的虐待）要介護高齢者の金品の搾取、⑤（性的虐待）要介護高齢者への性的暴力や性的いたずら、を高齢者虐待の定義としている。

また、広い意味での高齢者虐待を「高齢者が他者から不適切な扱いにより、権利利益を侵害される状態や、生命・健康・生活が損なわれる状態に置かれること」と捉えている。

２、福祉・介護サービスを受ける高齢者の権利・利益（法務省）

1） 生命・身体の安全が守られる権利

2） プライバシーが尊重される権利

3） 適切な介護を受ける権利

4） 財産が守られる権利

5） 意見・質問・苦情を表明する権利

6） わかりやすい情報提供と説明を受ける権利

7） 良質なケアサービスを受ける権利

8） 自尊心が保証され、尊厳が守られる権利

9） 心身ともに快適な環境で生活する権利

１０）虐待及び拘束からの自由の権利

生活型施設を利用する高齢者の権利として、これらの権利が尊重される必要がある。

利用者や家族は、これらの10の権利が守られるという期待を持って、介護サービスを利用している。これを「期待権」という。

施設側には、ア）安全配慮義務、イ）危機回避義務、ウ）危険予見義務、エ）不快回避義務、オ）尊厳保持義務が生じる。また、これらの5つの義務を持って良質かつ適切なサービスを提供するという「業務遂行義務」が生じる。

2000年の介護保険法の施行と合わせて、消費者保護法、消費者契約法も施行されている。介護保険サービスも契約が成立した時点で、消費者保護法、消費者契約法の支配下におかれる。つまり、介護サービスを商品とみなし、利用者・家族と事業者は売買契約を行うことになる。利用者・家族は消費者となり、商品である介護サービスに上記の期待権を持ち、事業者は上記の10の権利を守る義務を負うことになる。

３、青森県内・特別養護老人ホームにおける高齢者虐待意識調査の分類・整理

　　　心理的虐待　58件

　　　身体的虐待　50件

　　　ネグレクト　 3件

　新聞報道やテレビニュースなどでは身体的虐待が取り上げられやすいが、心理的虐待の件数の方が多い。

　２の項で挙げた10の権利を侵害する要因として、3つの要因がある。本人要因（専門職意識の欠如、接遇対応の未熟など）、環境要因（人事配置、ローテーションなど）、職員要因（職員数、業務の質など）がある。本人要因では、専門職意識の欠如が大きい。
４、不適切なケアを底辺とする「高齢者虐待」の概念図


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

顕在化した虐待


　　　意図的虐待　　　　　　　　　　　　非意図的虐待

　（緊急やむを得ない場合

以外の身体拘束含む）　　　　　　　　　　　　　　　グレーゾーン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不適切なケア


　

＜虐待とは＞

1、 高齢者虐待防止法の5つにあてはまるか。

2、福祉・介護サービスを受ける高齢者の1）～10）の権利に抵触するか。

3、 社会通念上、許容されるか否か。更に２で挙げたア）～オ）の５つの義務違反ではないか。

4、 家族や第３者からみた場合、許容されるか否か。

5、 根拠ある説明責任を果たせるか否か。

上記の5つ全てに該当する場合は虐待であり、損害賠償請求をうける場合もある。1～4つに該当する場合は、高齢者虐待の概念図のグレーゾーンに当てはまる。虐待が顕在化する前の表面化する前の虐待や、その周辺のグレーゾーン行為である。グレーゾーンを放っておくと、いずれ重大な虐待へとつながっていく危険がある。また、更にさかのぼれば、不適切なケアが放置されることで、蓄積・エスカレートする状況がある。不適切なケアの段階で発見し、虐待の芽を摘む取り組みが必要である。

＜医療介護福祉の3原則＞

コンプライアンス・・・法令順守

エビデンス・・・・・・根拠

アカウンタビリティ・・説明責任

　法令順守とともに、根拠ある説明責任を果たすことが大切である。

～例～

粉薬をご飯に混ぜることは虐待か。

→これは、虐待にあたる。→しかし、ご飯に粉薬を混ぜる理由について、家族に向けて根拠のある説明責任を果たせば、虐待とはならない。→根拠ある説明責任を果たし、その上で同意書や承諾書をもらい保管することが大切となる（訴訟への対策）。

第二部　講義

テーマ：日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）と成年後見制度について

講　師：一般社団法人　権利擁護あおい森ねっと　代表理事　三上　富士子　氏

　第二部はと成年後見制度と日常生活自立支援事業、関係機関との連携についての説明と、事例紹介で構成されていた。

成年後見制度

　成年後見制度とは、判断能力の不十分な成年者（認知症高齢者、知的障害者、精神障害者）を保護するための制度である。自己決定権の尊重、残存能力の活用、ノーマライゼーション等の新しい理念と従来の本人の保護を優先する理念との調和を旨としていて、柔軟かつ弾力的な利用しやすい制度を構築することを目的に、介護保険法と同時施行で2000年4月に導入されている。それまでの福祉は措置であったが、措置から契約へと変わり、判断能力のない人には後見人をつけ、サービスの選択や契約などにおいて自己決定ができるよう適切な支援をおこなう必要がある。

　法廷後見人は本人の判断力に応じて、１）後見、２）保佐、３）補助の３類型がある。１）後見類型は、精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く者が対象であり、成年後見人には法律行為の全面的な代理権・取消権が付与される。２）保佐類型は、精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分な者が対象であり、保佐人には訴訟行為等について同意権・取消権が付与される。３）補助類型は、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な者（保佐よりも判断能力が高い者）が対象であり、当事者が申立てにより選択した特定の法律行為について代理権、または同意権・取消権の一方または双方が付与される。

　成年後見人は、権限の範囲に応じて本人の財産を管理し、身上看護の事務を行う際は、本人の意思を尊重し、その身上に配慮しなくてはならないことになっている。

成年後見人にできないこと

· 本人の意思に反する身体的強制：身体拘束の同意書は書けない

· 一身専属的な権利の代理：遺言、結婚、離婚、認知、養子縁組

· 居住用不動産の処分は家裁の許可が必要

· 身元保証人、身元引受人にはなれない

· 医的侵襲を伴う医療行為に対する同意権がない

日常生活自立支援事業

1） 福祉サービスの利用援助

2） 苦情解決制度の利用援助

3） 福祉サービスの適切な利用の為に必要な一連の援助

4） 日常的金銭管理

5） 書類等預かりサービス

　　　　自分ひとりで契約などの判断をすることが不安な方や、お金の管理に困っている方に福祉サービスの利用手続きの援助や代行、それに伴う日常的金銭管理等のサービスを提供する。

関係機関との連携

権利擁護あおい森ねっとは、地域包括支援センター、社会福祉協議会、保健所、精神科病院等と連携しながら活動を行っている。

＜所感・考察＞

　研修において、施設における虐待とは何か。また、その虐待を生み出す要因は何か。ということについて、深く考えさせられた。施設別では、認知症グループホーム、特養に次いで、老人保健施設での虐待の件数が多い。虐待を行うのは、介護職員が圧倒的に多く、84％を占める。虐待を受けるのは、要介護３以上の高齢者が80％を超えている。グループワークでは、様々な施設の職員が集まり、虐待件数が増加している原因について、意見交換を行った。その中で、若い職員が多く介護技術が未熟であることや、慢性的な人員不足による業務や残業の増加、また、認知症の高齢者が増えたことによる職員のストレスの増加等が原因ではないか、という意見があがった。南山苑でも人員が足りているとは言えない状態であり、職員がストレスを抱えている可能性は十分にある。虐待については、身近に起こりえることとして捉えることが重要であると感じた。

　また、グループワークでは、青森県内・特別養護老人ホームにおける高齢者虐待意識調査（自由記述欄）の一端から、事業所の日常で職員と利用者との関わりについて、グループごとに検討をおこなった。①1人の職員が2人の車椅子利用者の移動を同時におこなう。②同じ訴えを何回もする利用者がいても素通りする。③失禁や排便があってもすぐに交換せず、定時の排泄介助の時間、順番がくるまで放置する。上記は虐待にあたる、とのことだった。①②については、研修に参加したいくつかの他の施設でも行なわれているようであった。どの施設も人員が足りない為、一人当たりの業務が多く、時間に追われている。また、職員の年齢層が低く、介護や家族対応に未熟な職員が多い、とのことであった。その様な状況では、効率を重視し、職員教育の時間もとれず、結果的に介護される側の気持ちに沿わないケアをしていまいがちである。施設側は、常に入所者やそのご家族の立場に立ち、相手の期待や信頼を裏切らないように努めなくてはならない、と考える。

　成年後見制度は、介護保険法と同時に施行となった制度である。福祉サービスが契約を伴う消費者・契約法の支配下におかれていることからも重要な制度であることを痛感した。現在、介護保険サービスの契約を親族がおこなっているケースが多いが、成年後見制度の主旨からすれば、本来は後見人がおこなうべきものである。今後、高齢者人口が増加するとともに、成年後見制度を利用する人も増加していくと思われる。申立ての動機では、「介護保険サービスの契約の為」の件数が12000件以上になる。施設職員として、成年後見制度を理解することの必要性を感じた。また、必要とする人に適切に援助をおこなう為、地域包括支援センター、社会福祉協議会、保健所等の関係機関と連携することも重要である。しかし、成年後見制度に対する国民的理解はまだ十分でないと感じる。まずは、福祉サービスを提供する側が、必要な人に適切に制度が結びくように、制度について理解することが重要であると感じた。
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